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現行（平成19年11月） 改正（平成26年４月）編章節条 編章節条 改正理由第８編 砂防編 第８編 砂防編第１章 砂防えん堤 第１章 砂防堰堤 語句の修正第１節 適 用 第１節 適 用１ 本章は、砂防工事における工場製作工、工場製品輸送工、砂 １ 適用工種 項目見出しの追記防土工、軽量盛土工、法面工、仮締切工、コンクリート堰堤 本章は、砂防工事における工場製作工、工場製品輸送工、砂工、鋼製堰堤工、護 防土工、軽量盛土工、法面工、仮締切工、コンクリート堰堤床工・根固め工、砂防堰堤付属物設置工、付帯道路工、付帯 工、鋼製堰堤工、護床工・根固め工、砂防堰堤付属物設置工、道路施設工、仮設工その他これらに類する工種について適用 付帯道路工、付帯道路施設工、仮設工その他これらに類するするものとする。 工種について適用する。２ 工場製品輸送工は、第３編第２章第８節工場製品輸送工の規定によるものとする。３ 砂防土工は、第１編第２章第３節河川土工・砂防土工の規定 ２ 適用規定（１） 項目見出しの追記によるものとする。 砂防土工は、第１編第２章第３節河川土工・砂防土工の規定による。４ 軽量盛土工は、第３編第２章第11節軽量盛土工の規定によるものとする。５ 仮設工は、第３編第２章第10節仮設工の規定によるものとす ３ 適用規定（２） 項目見出しの追記る。 仮設工は、第３編第２章第10節仮設工の規定による。６ 本章に特に定めのない事項については、第１編共通編、第２ ４ 適用規定（３） 項目見出しの追記編材料編、第３編土木工事共通編の規定によるものとする。 本章に特に定めのない事項については、第１編共通編、第２編材料編、第３編土木工事共通編の規定による。７ 請負者は、砂防工事においては、水位の観測を必要に応じて ５ 水位の観測 項目見出しの追記実施しなけ 受注者は、砂防工事においては、水位の観測を必要に応じてればならない。 実施しなければならない。第２節 適用すべき諸基準 第２節 適用すべき諸基準 適用諸基準の改正土木学会 コンクリート標準示方書（ダムコンクリート編） 土木学会 コンクリート標準示方書（ダムコンクリート編）（平成14年３月） （平成25年10月）土木学会 コンクリート標準示方書（施工編） 土木学会 コンクリート標準示方書（施工編）（平成14年３月） （平成25年３月）日本道路協会 道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編 Ⅱ鋼橋編） 日本道路協会 道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編 Ⅱ鋼橋編）（平成14年３月） （平成24年３月）日本道路協会 鋼道路橋塗装・防食便覧 （平成17年12月） 日本道路協会 鋼道路橋塗装・防食便覧 （平成24年12月）

土木工事共通仕様書（第８編） 新旧対照表
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現行（平成19年11月） 改正（平成26年４月）編章節条 編章節条 改正理由第４節 工場製品輸送工 工場製品輸送工の追１－４－１ 一般事項 記（国に準拠）本節は、工場製品輸送工として、輸送工その他これらに類する工種について定める。１－４－２ 輸送工輸送工の施工については、第３編２－８－２輸送工の規定による。第５節 軽量盛土工 軽量盛土工の追記（国１－５－１ 一般事項 に準拠）本節は、軽量盛土工として、軽量盛土工その他これらに類する工種について定める。１－５－２ 軽量盛土工軽量盛土工の施工については、第３編２－11－２軽量盛土工の規定による。第４節 法面工 第６節 法面工１－４－１ 一般事項 １－６－１ 一般事項２ 請負者は、法面の施工にあたって、「道路土工―のり面工・ ２ 適用規定 項目見出しの追記斜面安定工指針 ３ 設計と施工」、「のり枠工の設計・施工指 受注者は、法面の施工にあたって、「道路土工―切土工・斜針第５章施工」、「グラウンドアンカー設計・施工基準、同解 面安定工指針 のり面施工編、斜面安定工編」 （日本道路協 適用諸基準の改正説第７章施工」の規定による。 これ以外の施工方法による場 会、平成21年６月）、「のり枠工の設計・施工指針第５章施工」合は、施工前に設計図書に関して監督職員の承諾を得なけれ （全国特定法面保護協会、平成25年10月）、「グラウンドアばならない。 ンカー設計・施工基準、同解説第７章施工」 （地盤工学会、 適用諸基準の改正平成24年５月）の規定による。 これ以外の施工方法による場合は、施工前に設計図書に関して監督職員の承諾を得なければならない。第６節 コンクリート堰堤工 第８節 コンクリート堰堤工１－６－１ 一般事項 １－８－１ 一般事項１ 本節は、コンクリート堰堤工として作業土工、埋戻し工、コ １ 適用工種 項目見出しの追記ンクリート堰堤本体工、コンクリート側壁工、コンクリート 本節は、コンクリート堰堤工として作業土工（床掘り、埋戻 表現の修正副堰堤工、間詰工、水叩工その他これらに類する工種につい し）、埋戻し工、コンクリート堰堤本体工、コンクリート側て定める。 壁工、コンクリート副堰堤工、間詰工、水叩工その他これらに類する工種について定める。

土木工事共通仕様書（第８編） 新旧対照表
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土木工事共通仕様書（第８編） 新旧対照表現行（平成19年11月） 改正（平成26年４月）編章節条 編章節条 改正理由５ 請負者は、旧コンクリートの材令が0.75ｍ以上～1.0ｍ未満リ ５ 新コンクリートの打継 項目見出しの追記フトの場合は３日（中２日）、1.0ｍ以上～1.5ｍ未満のリフ 受注者は、旧コンクリートの材齢が0.75ｍ以上～1.0ｍ未満リトの場合は４日 （中３日）1.5ｍ以上2.0 ｍ以下のリフトの フトの場合は３日（中２日）、1.0ｍ以上～1.5ｍ未満のリフ 誤字の修正場合は５日 （中４日）に達した後に新コンクリートを打継が トの場合は４日 （中３日）1.5ｍ以上2.0 ｍ以下のリフトのなければならない。これにより難い場合は、施工前に設計図 場合は５日 （中４日）に達した後に新コンクリートを打継が書に関して監督職員の承諾を得なければならない。 なければならない。これにより難い場合は、施工前に設計図書に関して監督職員の承諾を得なければならない。７ 請負者は、次の事項に該当する場合はコンクリートの打込み ６ コンクリートの打込み 項目見出しの追記について、施工前に設計図書に関して監督職員の承諾を得な 受注者は、コンクリートの打込みを、日平均気温が４℃を超 文章表現の修正ければならない。 え25℃以下の範囲に予想されるときに実施しなければならない。日平均気温の予想がこの範囲にない場合には、第１編第３章９節暑中コンクリート、10節寒中コンクリートの規定による。なお、以下の事項に該当する場合はコンクリートの打込みについて、施工前に設計図書に関して監督職員の承諾を得なければならない。（１）コンクリート打設現場の日平均気温が４℃以下になる （１）コンクリート打設現場の日平均気温が４℃以下になるおそれのある場合。 おそれのある場合。（２）打込むコンクリートの温度が25℃以上になるおそれの （２）打込むコンクリートの温度が25℃以上になるおそれのある場合。 ある場合。（３）降雨・降雪の場合。 （３）降雨・降雪の場合。（４）強風その他、コンクリート打込みが不適当な状況にな （４）強風その他、コンクリート打込みが不適当な状況になった場合 った場合。１－６－４ コンクリート堰堤本体工 １－８－４ コンクリート堰堤本体工７ 請負者は、１リフトを数層に分けて打込むときには、締固め ７ １層の厚さ 項目見出しの追記た後の１層 受注者は、１リフトを数層に分けて打込むときには、締固めの厚さが、40～50cmになるように打込まなければならない。 た後の１層の厚さが、40～50cm以下を標準となるように打込 文章表現の修正まなければならない。第７節 鋼製堰堤工 第９節 鋼製堰堤工１－７－１ 一般事項 １－９－１ 一般事項１ 本節は、鋼製堰堤工として作業土工、埋戻し工、鋼製堰堤本 １ 鋼製堰堤工の種類 項目見出しの追記体工、鋼製側壁工、コンクリート側壁工、間詰工、水叩工、 本節は、鋼製堰堤工として作業土工（床掘り・埋戻し）、埋 語句の修正現場塗装工その他これらに類する工種について定める。 戻し工、鋼製堰堤本体工、鋼製側壁工、コンクリート側壁工、 表現の修正間詰工、水叩工、現場塗装工その他これらに類する工種について定める。



- 136 -

土木工事共通仕様書（第８編） 新旧対照表現行（平成19年11月） 改正（平成26年４月）編章節条 編章節条 改正理由第８節 護床工・根固め工 第１０節 護床工・根固め工１－８－１ 一般事項 １－１０－１ 一般事項本節は、護床工・根固め工として作業土工、埋戻し工、根固 本節は、護床工・根固め工として作業土工（床掘り・埋戻し）、表現の修正めブロック工、間詰工、沈床工、かご工、元付工その他これ 埋戻し工、根固めブロック工、間詰工、沈床工、かご工、元らに類する工種について定める。 付工その他これらに類する工種について定める。第９節 砂防堰堤付属物設置工 第１１節 砂防堰堤付属物設置工１－９－１ 一般事項 １－１１－１ 一般事項本節は、砂防堰堤付属物設置工として作業土工、防止柵工、 本節は、砂防堰堤付属物設置工として作業土工（床掘り・埋 語句の修正、表現の境界工、銘板工、点検施設工、その他これらに類する工種に 戻し）、防止柵工、境界工、銘板工、点検施設工、その他こ 修正ついて定める。 れらに類する工種について定める。１－９－４ 境界工 １－１１－４ 境界工４ 境界ブロックの施工受注者は、境界ブロックの施工においては、据付け前に清掃 境界ブロックの施工し、基礎上に安定よく据付け、目地モルタルを充填しなけれ の追記ばならない。 語句の統一５ 境界ブロックの目地間隙 境界ブロックの目地受注者は、境界ブロックの目地間隙を10mm以下程度として施 間隙の追記工しなければならない。第１０節 付帯道路工 第１２節 付帯道路工１－１０－１ 一般事項 １－１２－１ 一般事項本節は、付帯道路工として作業土工、路側防護柵工、舗装準 本節は、付帯道路工として作業土工（床掘り・埋戻し）、路 表現の修正備工、アスファルト舗装工、コンクリート舗装工、薄層カラ 側防護柵工、舗装準備工、アスファルト舗装工、コンクリーー舗装工、側溝工、集水桝工、縁石工、区画線工その他これ ト舗装工、薄層カラー舗装工、側溝工、集水桝工、縁石工、らに類する工種について定める。 区画線工その他これらに類する工種について定める。
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土木工事共通仕様書（第８編） 新旧対照表現行（平成19年11月） 改正（平成26年４月）編章節条 編章節条 改正理由第２章 渓流保全工（流路） 第２章 渓流保全工（流路） 表記の修正第２節 適用すべき諸基準 第２節 適用すべき諸基準請負者は、設計図書において特に定めのない事項については、 受注者は、設計図書において特に定めのない事項については、下記の基準類による。これにより難い場合は、監督職員の承 以下の基準類による。これにより難い場合は、監督職員の承 表記の統一諾を得なければならない。なお、基準類と設計図書に相違が 諾を得なければならない。なお、基準類と設計図書に相違がある場合は、原則として設計図書の規定に従うものとし、疑 ある場合は、原則として設計図書の規定に従うものとし、疑義がある場合は監督職員と協議しなければならない。 義がある場合は監督職員と協議しなければならない。日本道路協会 道路土工－擁壁工指針 （平成11年３月） 日本道路協会 道路土工－擁壁工指針 （平成24年７月）適用諸基準の改正日本道路協会 道路土工－カルバート工指針（平成11年３月） 日本道路協会 道路土工－カルバート工指針（平成22年３月）日本道路協会 道路土工－仮設構造物工指針（平成11年３月） 日本道路協会 道路土工－仮設構造物工指針（平成23年６月）第３節 軽量盛土工 軽量盛土工の追記（国２－３－１ 一般事項 に準拠）本節は、軽量盛土工として、軽量盛土工その他これらに類する工種について定める。２－３－２ 軽量盛土工軽量盛土工の施工については、第３編２－11－２軽量盛土工の規定による。第３節 流路護岸工 第４節 護岸工（流路護岸工） 表記の修正２－３－１ 一般事項 ２－４－１ 一般事項本節は、護岸工（流路護岸工）として作業土工）、埋戻し工、 本節は、護岸工（流路護岸工）として作業土工（床掘り・埋 表現の修正基礎工（護岸）、コンクリート擁壁工、ブロック積擁壁工、 戻し）、埋戻し工、基礎工（護岸）、コンクリート擁壁工、ブ石積擁壁工、護岸付属物工、植生工その他これらに類する工 ロック積擁壁工、石積擁壁工、護岸付属物工、植生工その他種について定める。 これらに類する工種について定める。第４節 床固め工 第５節 床固め工２－４－１ 一般事項 ２－５－１ 一般事項本節は、床固め工として作業土工、埋戻し工、床固め本体工、 本節は、床固め工として作業土工（床掘り・埋戻し）、埋戻 表現の修正垂直壁工、側壁工、水叩工、魚道工その他これらに類する工 し工、床固め本体工、垂直壁工、側壁工、水叩工、魚道工そ種について定める。 の他これらに類する工種について定める。
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土木工事共通仕様書（第８編） 新旧対照表現行（平成19年11月） 改正（平成26年４月）編章節条 編章節条 改正理由第５節 根固め・水制工 第６節 根固め・水制工２－５－１ 一般事項 ２－６－１ 一般事項本節は、根固め・水制工として作業土工、埋戻し工、根固め 本節は、根固め・水制工として作業土工（床掘り・埋戻し）、 表現の修正ブロック工、間詰工、捨石工、かご工、元付工その他これら 埋戻し工、根固めブロック工、間詰工、捨石工、かご工、元に類する工種について定める。 付工その他これらに類する工種について定める。第３章 斜面対策 第３章 斜面対策第２節 適用すべき諸基準 第２節 適用すべき諸基準請負者は、設計図書において特に定めのない事項については、 受注者は、設計図書において特に定めのない事項については、下記の基準類による。これに より難い場合は、監督職員の 以下の基準類による。これに より難い場合は、監督職員の承諾を得なければならない。なお、基準類と設計図書に相違 承諾を得なければならない。なお、基準類と設計図書に相違がある場合は、原則として設計図書の規定に従うものとし、 がある場合は、原則として設計図書の規定に従うものとし、疑義がある場合は監督職員と協議しなければならない。 疑義がある場合は監督職員と協議しなければならない。全国治水砂防協会 斜面崩壊防止工事の設計と実例 全国治水砂防協会 新・斜面崩壊防止工事の設計と実例 適用諸基準の改正及（平成８年７月） （平成19年９月） び追加全国特定法面保護協会 のり枠工の設計施工指針 全国特定法面保護協会 のり枠工の設計施工指針（平成18年11月） （平成25年10月）日本道路協会 道路土工－擁壁工指針 （平成11年３月） 日本道路協会 道路土工－擁壁工指針 （平成24年７月）日本道路協会 道路土工－カルバート工指針（平成11年３月） 日本道路協会 道路土工－カルバート工指針（平成22年３月）日本道路協会 道路土工－仮設構造物工指針（平成11年３月） 日本道路協会 道路土工－仮設構造物工指針（平成23年６月）地盤工学会 グラウンドアンカー設計・施工基準・同解説 地盤工学会 グラウンドアンカー設計・施工基準・同解説（平成12年３月） （平成24年５月）
PCフレーム協会 PCフレーム工法設計・施工の手引き PCフレーム協会 PCフレーム工法設計・施工の手引き（平成17年７月） （平成22年９月）地すべり対策技術協会 地すべり鋼管杭設計要領 斜面防災対策技術協会 地すべり鋼管杭設計要領（平成15年６月） （平成20年５月）地すべり対策技術協会 地すべり対策技術設計実施要領（第 斜面防災対策技術協会 地すべり対策技術設計実施要領三分冊） （平成８年４月） （平成19年12月）地すべり対策技術協会 地すべり対策技術設計実施要領（第四分冊） （平成８年４月） 第３節 軽量盛土工 軽量盛土工の追記（国３－３－１ 一般事項 に準拠）本節は、軽量盛土工として、軽量盛土工その他これらに類する工種について定める。３－３－２ 軽量盛土工軽量盛土工の施工については、第３編２－11－２軽量盛土工の規定による。
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土木工事共通仕様書（第８編） 新旧対照表現行（平成19年11月） 改正（平成26年４月）編章節条 編章節条 改正理由第３節 法面工 第４節 法面工３－３－７ 抑止アンカー工 ３－４－７ 抑止アンカー工９ 請負者は、グラウト注入終了後、グラウトが硬化するまでテ ９ テンドンの挿入 項目見出しの追記ンドンが動かないように保持しなければならない。 受注者は、グラウト注入終了後、テンドンの挿入について有 表現の修正害な損傷や変形を与えない方法を用いて所定の位置に正確に行い、グラウトが硬化するまでテンドンが動かないように保持しなければならない。第６節 地下排除工 第７節 地下排除工３－６－１ 一般事項 ３－７－１ 一般事項１ 本節は、地下水排除工として作業土工、井戸中詰工、集排水 １ 適用工種ボーリング工、集水井工その他これらに類する工種について 本節は、地下水排除工として作業土工（床掘り・埋戻し）、 表現の修正定める。 井戸中詰工、集排水ボーリング工、集水井工その他これらに類する工種について定める。５ 請負者は、集水井の掘削が予定深度まで掘削しない前に湧水 ５ 集水井の掘削 項目見出しの追記があった場合、または予定深度まで掘削した後においても湧 受注者は、集水井の掘削が予定深度まで掘削しない前に多量水がない場合には、すみやかに監督職員に報告し、設計図書 の湧水があった場合、または予定深度まで掘削した後においに関して指示を受けなければなら ても湧水がない場合には、速やかに監督職員に報告し、設計 表現の修正ない。 図書に関して指示を受けなければならない。６ 請負者は、集水井の施工にあたっては、常に移動計画等にて ６ 集水井の施工 項目見出しの追記地すべりの状況を把握するとともに、掘削中の地質構造、湧 受注者は、集水井の施工にあたっては、常に観測（監視）計 表現の修正水等を詳細に記録して、すみやかに監督職員に報告しなけれ 画等にて地すべりの状況を把握するとともに、掘削中の地質ばならない。 構造、湧水等を詳細に記録して、異常（数値の変化等）が確認された場合は速やかに監督職員に報告しなければならない。第７節 地下水遮断工 第８節 地下水遮断工３－７－１ 一般事項 ３－８－１ 一般事項本節は、地下水遮断工として作業土工、場所打擁壁工、固結 本節は、地下水遮断工として作業土工（床掘り・埋戻し）、 表現の修正工、矢板工その他これらに類する工種について定める。 場所打擁壁工、固結工、矢板工その他これらに類する工種について定める。第８節 抑止杭工 第９節 抑止杭工３－８－１ 一般事項 ３－９－１ 一般事項本節は、抑止杭工として作業土工、既製杭工、場所打杭工、 本節は、抑止杭工として作業土工（床掘り・埋戻し）、既製 表現の修正シャフト工（深礎工）、合成杭工、その他これらに類する工 杭工、場所打杭工、シャフト工（深礎工）、合成杭工、その種について定める。 他これらに類する工種について定める。
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土木工事共通仕様書（第８編） 新旧対照表現行（平成19年11月） 改正（平成26年４月）編章節条 編章節条 改正理由第４章 急傾斜地崩壊対策事業 第４章 急傾斜地崩壊対策事業第１節 適用すべき諸基準 第１節 適用すべき諸基準請負者は、設計図書において特に定めのない事項については、 受注者は、設計図書において特に定めのない事項については、 表現の修正下記の基準類によらなければならない。なお、基準類と設計 以下の基準類によらなければならない。なお、基準類と設計図書に相違がある場合は、原則として設計図書の規定に従う 図書に相違がある場合は、原則として設計図書の規定に従うものとし、疑義がある場合は監督職員に確認をもとめなけれ ものとし、疑義がある場合は監督職員に確認をもとめなければならない。 ばならない。第４節 工事中の安全対策 第４節 工事中の安全対策４－４－１ 一般事項 ４－４－１ 一般事項本節は、急傾斜地崩壊防止工事中の安全対策として下記の事 本節は、急傾斜地崩壊防止工事中の安全対策として以下の事 表記の統一項を必ず講じる事として定めるものとする。 項を必ず講じる事として定めるものとする。


